
○ 所有者情報の外部提供を受けることができるのは、不動産団
体の加盟事業者で、希望して空き家特措法や個人情報の取扱、
空き家所有者への対応等に関する研修を受講し「相談員」とし
て登録した事業者のみ

○ 所有者の情報提供は、不動産団体２団体に交互に実施

○ 不動産団体２団体とは、空き家利活用を目的とした所有者情
報の外部提供に関する業務協定を締結し、個人情報の取り扱
いに関する特記仕様書を取り交わしている

３．民間事業者への情報提供における取り決め等

東京都青梅市

【青梅市】
○ 民間事業者から照会を受けた空き家の現地調査
○ 所有者への情報提供意向確認
○ 同意を受けた所有者情報の外部提供

※ 今年度調査では、市が空き家実態調査で把握している市
街地の空き家も外部提供候補としている

【民間事業者】
○ 空き家と思われる物件情報の提供
○ 相談員としての登録、外部提供

２．情報提供における官民の役割

事業名称：青梅市空家利活用推進事業（所有者情報提供）試行

○ 民間の不動産事業者から照会申請のあった空き家について、市が所有者に対し情報提供の意向確認を行い、照会申請を行った不動

産事業者に対し所有者情報を外部提供する民間主導型情報提供スキームの試行

１．所有者情報の外部提供の流れ

全日本不動産協会東京都本部多摩西支部、
東京都宅地建物取引業協会西多摩支部

（東京司法書士会西多摩支部、東京行政書
士会多摩西部支部）

空き家
所有者

②活用意向の回答、同意書
の記入・提出

行政の所有する空き家所有者情報の活用

行政

③外部提供※1
①活用意向の確認、提供情報
の種類・情報提供先からの
接触についての意向確認

⑤相談員による空き家所有者への相談対応

※1不動産団体2団体への情報提供は、交互に実施する
※2各団体事務局で、同意を得た所有者情報ごとに外部提供・対応する事業者（相談員）を指名事業者等の所有する空き家発生関連情報の活用

b.空家発生関連情報（長期不在、所有者不明等の空き家
情報）の共有、空き家所有者情報への照会申請

（対象とする空き家：平成29年度事業では、市街地の空き家を中心として抽出）

相談員

（各団体加盟
事業者）

a.空家発生関連情報（長期不在、所有者不明等の空き
家情報）の共有、空き家所有者情報への照会申請

④外部提供※2

⑥案件の定期報告



東京都青梅市
事業名称：青梅市空家利活用推進事業（所有者情報提供）試行

４．事業における特徴・成果

【想定している民間主導型の情報外部提供スキーム】

【実施手法等の協議･検討、協定締結】

○ 青梅市では、民間事業者が選定した利活用可能な空家等について、所有者情報等の外部提供を行う取組（民間主導型の情報外

部提供）にむけた試行を実施することとした。

○ 試行にあたり、市の住宅施策推進協議会において実施手法等について協議、検討を行った。また、相互の役割の明確化や個人

情報保護を目的とした協定書を不動産関係団体2団体と締結した。

【民間主導型の情報外部提供に係る様式】

・ 所有者等情報提供申請書 ・ 所有者等情報提供決定通知書

・ 利活用推進担当者届 ・ 現地調査報告書

・ 所有者等相談業務報告書 ・ 利活用報告書



東京都青梅市
事業名称：青梅市空家利活用推進事業（所有者情報提供）試行

４．事業における特徴・成果

＜対象地域＞流通がしやすいと思われる市街地

＜発送数＞ 55件（うち不動産団体の選定は9件）

＜回収数＞ 26件

＜同意数＞ 2件

（外部提供に同意しない理由）

10件：42％

将来使用予定
3件：12％

その他
5件：21％

その時期でない
6件：25％

使用中

【市街地を中心とした空き家所有者への活用意向確認アンケートの実施、所有者情報の外部提供】

○ 今回の試行では、所有者の意向を確認する空家等について、市が不動産関係団体2団体に選定を依頼した。

○ 不動産関係団体が選定した空家等は、市の職員が現地調査を行ったうえで、意向確認アンケートを送付することとしたが、限られ

た期間で充分な数の送付先を確保するが困難と想定されたため、市の既往調査で把握している空家等についても意向確認アン

ケートを送付した。

○ 意向確認アンケートの発送は55件、うち回答は26件（回答率：47%）、同意は2件（同意率：4%）であった。同意が得られた所有者
情報は不動産関係団体2団体にそれぞれ提供し、団体が選定した担当事業者が相談対応を行った。

【意向確認アンケートの実施状況】

理由としては、

「使用中」が最も

多かった

（封入物）

・ 依頼文 ・ 情報提供同意書（両面） ・ 注意事項

・ リーフレット（両面） ・ 返信用封筒


